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令和４年５月２７日 
 

特定商取引法違反の訪問販売業者３社に対する業務停止命令
（９か月）及び指示並びに各事業者の代表者３名に対する業務
禁止命令（９か月）について 
 
〇 消費者庁は、消費者に販売したソーラーパネルを消費者から賃借（リース）

した上で、当該ソーラーパネルに関し電力会社から得た売電収入からリース

料を支払うと称する役務の提供を連携共同して行う訪問販売業者であるサン

パワージャパン合同会社（本店所在地：大阪府大阪市）（以下「サンパワー

ジャパン」といいます。）、株式会社Ｍ＆ｉ（本店所在地：東京都千代田区）

（以下「エムアンドアイ」といいます。）及び株式会社Ａ・ＬＩＫＥ（本店

所在地：東京都中央区）（以下「ア・ライク」といいます。）に対し、令和

４年５月２６日、特定商取引法第８条第１項の規定に基づき、令和４年５月

２７日から令和５年２月２６日までの９か月間、訪問販売に関する業務の一

部（勧誘、申込受付及び契約締結）を停止するよう命じました。 

 

〇 併せて、消費者庁は、サンパワージャパン、エムアンドアイ及びア・ライ

クに対し、特定商取引法第７条第１項の規定に基づき、再発防止策を講ずる

とともに、コンプライアンス体制を構築することなどを指示しました。 

 

〇 また、消費者庁は、サンパワージャパンの代表社員である斉藤健吾（さい

とう けんご）、エムアンドアイの代表取締役である小松昌宏（こまつ ま

さひろ）及びア・ライクの代表取締役である佐藤俊介（さとう しゅんすけ）

に対し、特定商取引法第８条の２第１項の規定に基づき、令和４年５月２７

日から令和５年２月２６日までの９か月間、サンパワージャパン、エムアン

ドアイ及びア・ライクに対して前記業務停止命令により業務の停止を命ずる

範囲の業務を新たに開始すること（当該業務を営む法人の当該業務を担当す

る役員となることを含みます。）の禁止を命じました。 

 

１ 処分対象事業者 

（１）サンパワージャパン 

  ア 名称：サンパワージャパン合同会社 

（法人番号：４１３０００３００４２８７） 
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イ 本店所在地：大阪府大阪市中央区南本町二丁目６－８ 

ウ 代 表 者：代表社員 斉藤 健吾 

エ 設   立：平成２７年６月２４日 

オ 資 本 金：５００万円 

カ 取 引 類 型：訪問販売（販売預託） 

キ 取 扱 役 務：消費者に販売したソーラーパネルを消費者から賃借（リー

ス）した上で、当該ソーラーパネルに関し電力会社から得

た売電収入からリース料を支払うと称する役務 

（２）エムアンドアイ 

  ア 名称：株式会社Ｍ＆ｉ 

（法人番号：４０１０００１０９６４１３） 

イ 本店所在地：東京都千代田区神田須田町一丁目２４番１０号 

ウ 代 表 者：代表取締役 小松 昌宏 

エ 設   立：平成２年４月１６日 

オ 資 本 金：３０００万円 

カ 取引類型：訪問販売（販売預託） 

キ 取 扱 役 務：消費者に販売したソーラーパネルを消費者から賃借（リー

ス）した上で、当該ソーラーパネルに関し電力会社から得

た売電収入からリース料を支払うと称する役務 

（３）ア・ライク 

  ア 名称：株式会社Ａ・ＬＩＫＥ 

（法人番号：９０１０００１１３９４９７） 

イ 本店所在地：東京都中央区日本橋小伝馬町１６番８号 

ウ 代 表 者：代表取締役 佐藤 俊介 

エ 設   立：平成２３年４月１２日 

オ 資 本 金：２０００万円 

カ 取引類型：訪問販売（販売預託） 

キ 取扱役務：消費者に販売したソーラーパネルを消費者から賃借（リー

ス）した上で、当該ソーラーパネルに関し電力会社から得

た売電収入からリース料を支払うと称する役務 

 

２ 特定商取引法の規定に違反又は該当する行為 

（１）役務の内容につき不実のことを告げる行為（特定商取引法第６条第１項

第１号） 

（２）訪問販売に係る役務提供契約に基づく債務の一部の履行を拒否する行為

及び同契約の解除によって生ずる債務の全部の履行を拒否する行為（特定
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商取引法第７条第１項第１号） 

 

３ 消費者庁がした各行政処分の詳細は、以下の各別紙のとおりです。 

  別紙１：サンパワージャパンに対する行政処分の概要 

  別紙２：エムアンドアイに対する行政処分の概要 

  別紙３：ア・ライクに対する行政処分の概要 

  別紙４：斉藤健吾に対する行政処分の概要 

  別紙５：小松昌宏に対する行政処分の概要 

  別紙６：佐藤俊介に対する行政処分の概要 
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【本件に関するお問合せ】 

 

本件に関するお問合せにつきましては、消費者庁から権限委任を受けて消

費者庁と共に特定商取引法を担当している経済産業局の消費者相談室で承

ります。お近くの経済産業局まで御連絡ください。 

なお、本件に係る消費者と事業者間の個別トラブルにつきましては、お話  

 を伺った上で、他機関の紹介などのアドバイスは行いますが、あっせん・仲

介を行うことはできませんので、あらかじめ御了承ください。 

 

北海道経済産業局消費者相談室     ０１１－７０９－１７８５ 

東北経済産業局消費者相談室      ０２２－２６１－３０１１ 

関東経済産業局消費者相談室      ０４８－６０１－１２３９ 

中部経済産業局消費者相談室      ０５２－９５１－２８３６ 

近畿経済産業局消費者相談室      ０６－６９６６－６０２８ 

中国経済産業局消費者相談室      ０８２－２２４－５６７３ 

四国経済産業局消費者相談室      ０８７－８１１－８５２７ 

九州経済産業局消費者相談室      ０９２－４８２－５４５８ 

沖縄総合事務局経済産業部消費者相談室 ０９８－８６２－４３７３ 

 

 

本件に係る消費者と事業者間の個別トラブルについて、相談・あっせんを

要望される場合には、以下の消費者ホットラインを御利用ください。 

  

○ 消費者ホットライン（全国統一番号）  １８８（局番なし） 

身近な消費生活相談窓口を御案内します。 

※一部の IP電話、プリペイド式携帯電話からは御利用いただけません。 

○ 最寄りの消費生活センターを検索する。 

https://www.kokusen.go.jp/map/index.html 
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  （別紙１） 

 

サンパワージャパン合同会社に対する行政処分の概要 

 

１ 事業概要 

サンパワージャパン合同会社（以下「サンパワージャパン」という。）は、

株式会社Ｍ＆ｉ（以下「エムアンドアイ」という。）及び株式会社Ａ・ＬＩＫ

Ｅ（以下「ア・ライク」という。）と連携共同して、サンパワージャパンが消

費者に販売したソーラーパネルをサンパワージャパンが賃借した上で、当該

ソーラーパネルに関し電力会社から得た売電収入からリース料を支払うと称

する役務（以下「本件役務」という。）を提供する事業を行っているものであ

る。 

サンパワージャパンは、エムアンドアイ及びア・ライクとの間で、それぞれ

平成２８年に、販売代理店契約を締結し、エムアンドアイ及びア・ライクが、

それぞれサンパワージャパン東京神田支店及び日本橋支店として、サンパワー

ジャパンから、本件役務を有償で提供する契約（以下「本件役務提供契約」と

いう。）に係る勧誘業務及び苦情対応業務に関し指示を受けながら、本件役務

提供契約に係る勧誘及び苦情対応を行っていた。 

そして、サンパワージャパンは、エムアンドアイ又はア・ライクから勧誘を

受けた消費者との間で本件役務提供契約を締結し、消費者に対し、本件役務の

内容であるリース料の支払を行っていたが、遅くとも令和２年３月以降は、エ

ムアンドアイ又はア・ライク自身が、サンパワージャパンとの間で本件役務提

供契約を締結していた一部の消費者に対しサンパワージャパンに代わって本

件役務の内容であるリース料の支払を行っている。 

サンパワージャパンは、エムアンドアイ及びア・ライクと連携共同して、消

費者宅等サンパワージャパン、エムアンドアイ及びア・ライクの営業所等以外

の場所において、本件役務提供契約を締結していることから、このようなサン

パワージャパンがエムアンドアイ及びア・ライクと連携共同して行う本件役務

の提供は、特定商取引に関する法律（昭和５１年法律第５７号。以下「特定商

取引法」という。）第２条第１項に規定する訪問販売（以下「訪問販売」とい

う。）に該当する。 

 

２ 処分の内容 

（１）業務停止命令 

サンパワージャパンは、令和４年５月２７日から令和５年２月２６日ま

での間、訪問販売に関する業務のうち、次の業務を停止すること。 
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ア サンパワージャパンが行う訪問販売に関する役務提供契約の締結につ

いて勧誘すること。 

イ サンパワージャパンが行う訪問販売に関する役務提供契約の申込みを

受けること。 

ウ サンパワージャパンが行う訪問販売に関する役務提供契約を締結する

こと。 

 

（２）指示 

ア サンパワージャパンは、エムアンドアイ及びア・ライクと連携共同し

て、特定商取引法第６条第１項の規定により禁止される役務の内容につ

き不実のことを告げる行為並びに同法第７条第１項第１号の規定に該当

する訪問販売に係る役務提供契約に基づく債務の一部の履行を拒否する

行為及び同契約の解除によって生ずる債務の全部の履行を拒否する行為

をしている。かかる行為は、特定商取引法に違反し、又は同法に規定す

る指示対象行為に該当するものであることから、当該行為の発生原因に

ついて、調査分析の上検証し、再発防止策を講ずるとともに、コンプラ

イアンス体制を構築（法令及び契約に基づく返金及び解約の問合せ等に

適切かつ誠実に対応することを含む。）し、これをサンパワージャパンの

役員及び従業員に、前記（１）の業務停止命令に係る業務を再開するま

でに周知徹底すること。 

イ サンパワージャパンは、エムアンドアイ及びア・ライクと連携共同し

て行う訪問販売により、本件役務提供契約を締結しているところ、令和

元年８月１日から令和４年５月２６日までの間にサンパワージャパンと

の間で本件役務提供契約を締結した全ての相手方に対し、以下の（ア）

から（ウ）までの事項を、消費者庁のウェブサイト（ｈｔｔｐｓ：／／

ｗｗｗ．ｃａａ．ｇｏ．ｊｐ／）に掲載される、サンパワージャパンに

対して前記（１）の業務停止命令及び本指示をした旨を公表する公表資

料を添付して、令和４年６月２７日までに文書により通知し、同日まで

にその通知結果について消費者庁長官宛てに文書（通知したことを証明

するに足りる証票及び通知文書を添付すること。）により報告すること。 

なお、令和４年６月９日までに、契約の相手方に発送する予定の通知

文書の記載内容及び同封書類一式をあらかじめ消費者庁長官宛てに文書

により報告し承認を得ること。 

（ア）前記（１）の業務停止命令の内容 

（イ）本指示の内容 

（ウ）下記４（１）の違反行為の内容 
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３ 処分の根拠となる法令の条項 

特定商取引法第７条第１項及び第８条第１項 

 

４ 処分の原因となる事実 

  サンパワージャパンは、以下のとおり、特定商取引法に違反し、又は同法

に規定する指示対象行為に該当する行為をしており、消費者庁は、訪問販売

に係る取引の公正及び役務の提供を受ける者の利益が著しく害されるおそれ

があると認定した。 

（１）役務の内容につき不実のことを告げる行為（特定商取引法第６条第１項

第１号） 

サンパワージャパンは、遅くとも令和元年８月以降、エムアンドアイ及

びア・ライクと連携共同して、訪問販売に係る本件役務提供契約の締結に

ついて勧誘をするに際し、実際には、本件役務に関し、同月以降は相手方

に販売してリースを受けたソーラーパネルに係る売電収入からリース料を

支払っていないのにもかかわらず、当該ソーラーパネルに係る売電収入か

らリース料が支払われることや滋賀県大津市に発電所が既に完成している

旨を記載したパンフレットを交付して閲覧させるとともに、「サンパワー

ジャパンは、オーナー様にサンパワージャパンのソーラーパネルを販売し

て、オーナー様から、そのソーラーパネルのリースを受け、電力会社にそ

のソーラーパネルで発電した電力を売り、その売電収入で、お客様にリー

ス料を払うという仕組みで事業を行っている。」、「サンパワーは、滋賀県大

津市にソーラーパネルを設置しており、そのソーラーパネルを購入すると、

購入したパネルの枚数に応じて、売電収入から配当が受け取れる。」などと、

あたかも相手方に販売してリースを受けたソーラーパネルに係る売電収入

からリース料を支払うかのように告げている。 

       

（２）訪問販売に係る役務提供契約に基づく債務の一部の履行を拒否する行為

及び同契約の解除によって生ずる債務の全部の履行を拒否する行為（特定

商取引法第７条第１項第１号） 

サンパワージャパンは、遅くとも令和２年３月以降、訪問販売に係る本

件役務提供契約を締結した者に対し、本件役務に係るリース料について１

月、３月、５月、７月、９月及び１１月の各月月初めに年６回のリース料

を支払う旨定められていたにもかかわらず、リース料を支払わないなど、

本件役務提供契約に基づく債務の履行の一部を拒否するとともに、リース

料の支払がなされないことから、本件役務提供契約を解除した者に対し、
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本件役務提供契約に基づき受領した金銭を返還しないなど、本件役務提供

契約の解除によって生ずる債務の履行の全部を拒否している。 

    

５ 事例 

【事例１】（役務の内容につき不実のことを告げる行為） 

エムアンドアイの従業員Ｚは、令和２年１２月上旬、消費者Ａの自宅に本件

役務提供契約に関するパンフレットを送付するとともに、Ａの自宅に電話を

し、「資料を送ったのですが、見ましたか。」、「電話では詳しい内容の説明

をできませんので、お伺いさせていただきたい。」などと告げ、Ａの自宅を訪

問する約束を取り付けた。同月中旬、Ｚは、Ａの自宅を訪問し、本件役務提供

契約の締結について勧誘をするに際し、「サンパワージャパンは、オーナー様

にサンパワージャパンのソーラーパネルを販売して、オーナー様から、その

ソーラーパネルのリースを受け、電力会社にそのソーラーパネルで発電した電

力を売り、その売電収入で、お客様にリース料を払うという仕組みで事業を

行っている。」などと、あたかも相手方に販売してリースを受けたソーラーパ

ネルに係る売電収入からリース料を支払うかのように告げた。 

サンパワージャパンは、遅くとも令和元年８月以降、本件役務に関し、相手

方に販売してリースを受けたソーラーパネルに係る売電収入からはリース料

を支払っていなかった。 

 

【事例２】（役務の内容につき不実のことを告げる行為） 

ア・ライクの従業員Ｙは、令和元年８月上旬、消費者Ｂの自宅に電話をし、

「投資に興味はないですか。」、「貯金がけっこうあるようだったらいい話が

あります。」などと告げ、Ｂに本件役務提供契約に関するパンフレットを送付

するとともに、「担当者が家に行くので話を聞いてくれませんか。」などと告

げ、Ｂの自宅を訪問する約束を取り付けた。その後、ア・ライクの従業員Ｘ又

はＷは、Ｂの自宅を訪問し、本件役務提供契約の締結について勧誘をするに際

し、「サンパワーは、滋賀県大津市にソーラーパネルを設置しており、そのソー

ラーパネルを購入すると、購入したパネルの枚数に応じて、売電収入から配当

が受け取れる。」などと、あたかも相手方に販売してリースを受けたソーラー

パネルに係る売電収入からリース料を支払うかのように告げた。 

サンパワージャパンは、遅くとも令和元年８月以降、本件役務に関し、相手

方に販売してリースを受けたソーラーパネルに係る売電収入からはリース料

を支払っていなかった。 

 

【事例３】（訪問販売に係る役務提供契約に基づく債務の一部の履行を拒否する
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行為及び同契約の解除によって生ずる債務の全部の履行を拒否する行為） 

サンパワージャパンの従業員Ｖは、平成２９年頃、消費者Ｃに本件役務提供

契約に関するパンフレットを送付するとともに、Ｃの自宅に電話をし、「パン

フレットを見ていただきましたか。」、「これはすごく配当がよい。」、「一

度お会いして詳しく説明したい。」などと告げ、Ｃと直接会い、本件役務提供

契約に関する説明をする約束を取り付けた。その後、ア・ライクの従業員Ｘは、

平成３０年９月から令和元年１２月までの間、サンパワージャパン、エムアン

ドアイ及びア・ライクの営業所等以外の場所において、本件役務提供契約の締

結について勧誘し、Ｃとの間で、当該契約を複数回にわたり締結した。当該契

約では、１月、３月、５月、７月、９月及び１１月の各月月初めに年６回のリー

ス料を支払う旨定められていたにもかかわらず、サンパワージャパンは、令和

２年３月以降、現時点までリース料を支払っていない。 

さらに、当該契約では、サンパワージャパンがリース契約の債務の履行を

怠った場合には当該リース契約を解除でき、解約金が発生する旨定められてい

るところ、Ｃは、令和２年１０月、リース料の支払がなされないことから、サ

ンパワージャパンとの間で複数回締結した本件役務提供契約の一部につき解

約を申し出たにもかかわらず、サンパワージャパンは、現時点まで解約金を支

払っていない。 
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（別紙２） 

 

株式会社Ｍ＆ｉに対する行政処分の概要 

 

１ 事業概要 

株式会社Ｍ＆ｉ（以下「エムアンドアイ」という。）は、サンパワージャパ

ン合同会社（以下「サンパワージャパン」という。）及び株式会社Ａ・ＬＩＫ

Ｅ（以下「ア・ライク」という。）と連携共同して、サンパワージャパンが消

費者に販売したソーラーパネルをサンパワージャパンが賃借した上で、当該

ソーラーパネルに関し電力会社から得た売電収入からリース料を支払うと称

する役務（以下「本件役務」という。）を提供する事業を行っているものであ

る。 

サンパワージャパンは、エムアンドアイ及びア・ライクとの間で、それぞれ

平成２８年に、販売代理店契約を締結し、エムアンドアイ及びア・ライクが、

それぞれサンパワージャパン東京神田支店及び日本橋支店として、サンパワー

ジャパンから、本件役務を有償で提供する契約（以下「本件役務提供契約」と

いう。）に係る勧誘業務及び苦情対応業務に関し指示を受けながら、本件役務

提供契約に係る勧誘及び苦情対応を行っていた。 

そして、サンパワージャパンは、エムアンドアイ又はア・ライクから勧誘を

受けた消費者との間で本件役務提供契約を締結し、消費者に対し、本件役務の

内容であるリース料の支払を行っていたが、遅くとも令和２年３月以降は、エ

ムアンドアイ又はア・ライク自身が、サンパワージャパンとの間で本件役務提

供契約を締結していた一部の消費者に対しサンパワージャパンに代わって本

件役務の内容であるリース料の支払を行っている。 

エムアンドアイは、サンパワージャパン及びア・ライクと連携共同して、消

費者宅等サンパワージャパン、エムアンドアイ及びア・ライクの営業所等以外

の場所において、本件役務提供契約を締結していることから、このようなエム

アンドアイがサンパワージャパン及びア・ライクと連携共同して行う本件役務

の提供は、特定商取引に関する法律（昭和５１年法律第５７号。以下「特定商

取引法」という。）第２条第１項に規定する訪問販売（以下「訪問販売」とい

う。）に該当する。 

 

２ 処分の内容 

（１）業務停止命令 

エムアンドアイは、令和４年５月２７日から令和５年２月２６日までの

間、訪問販売に関する業務のうち、次の業務を停止すること。 
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ア エムアンドアイが行う訪問販売に関する役務提供契約の締結について

勧誘すること。 

イ エムアンドアイが行う訪問販売に関する役務提供契約の申込みを受け

ること。 

ウ エムアンドアイが行う訪問販売に関する役務提供契約を締結すること。 

 

（２）指示 

ア エムアンドアイは、サンパワージャパン及びア・ライクと連携共同し

て、特定商取引法第６条第１項の規定により禁止される役務の内容につ

き不実のことを告げる行為並びに同法第７条第１項第１号の規定に該当

する訪問販売に係る役務提供契約に基づく債務の一部の履行を拒否する

行為及び同契約の解除によって生ずる債務の全部の履行を拒否する行為

をしている。かかる行為は、特定商取引法に違反し、又は同法に規定す

る指示対象行為に該当するものであることから、当該行為の発生原因に

ついて、調査分析の上検証し、再発防止策を講ずるとともに、コンプラ

イアンス体制を構築（法令及び契約に基づく返金及び解約の問合せ等に

適切かつ誠実に対応することを含む。）し、これをエムアンドアイの役員

及び従業員に、前記（１）の業務停止命令に係る業務を再開するまでに

周知徹底すること。 

イ エムアンドアイは、サンパワージャパン及びア・ライクと連携共同し

て行う訪問販売により、本件役務提供契約を締結しているところ、令和

元年８月１日から令和４年５月２６日までの間にエムアンドアイとの間

で本件役務提供契約を締結した全ての相手方に対し、以下の（ア）から

（ウ）までの事項を、消費者庁のウェブサイト（ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗ

ｗ．ｃａａ．ｇｏ．ｊｐ／）に掲載される、エムアンドアイに対して前

記（１）の業務停止命令及び本指示をした旨を公表する公表資料を添付

して、令和４年６月２７日までに文書により通知し、同日までにその通

知結果について消費者庁長官宛てに文書（通知したことを証明するに足

りる証票及び通知文書を添付すること。）により報告すること。 

なお、令和４年６月９日までに、契約の相手方に発送する予定の通知

文書の記載内容及び同封書類一式をあらかじめ消費者庁長官宛てに文書

により報告し承認を得ること。 

（ア）前記（１）の業務停止命令の内容 

（イ）本指示の内容 

（ウ）下記４（１）の違反行為の内容 
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３ 処分の根拠となる法令の条項 

特定商取引法第７条第１項及び第８条第１項 

 

４ 処分の原因となる事実 

  エムアンドアイは、以下のとおり、特定商取引法に違反し、又は同法に規

定する指示対象行為に該当する行為をしており、消費者庁は、訪問販売に係

る取引の公正及び役務の提供を受ける者の利益が著しく害されるおそれがあ

ると認定した。 

（１）役務の内容につき不実のことを告げる行為（特定商取引法第６条第１項

第１号） 

エムアンドアイは、遅くとも令和元年８月以降、サンパワージャパン及

びア・ライクと連携共同して、訪問販売に係る本件役務提供契約の締結に

ついて勧誘をするに際し、実際には、本件役務に関し、同月以降は相手方

に販売してリースを受けたソーラーパネルに係る売電収入からリース料を

支払っていないのにもかかわらず、当該ソーラーパネルに係る売電収入か

らリース料が支払われることや滋賀県大津市に発電所が既に完成している

旨を記載したパンフレットを交付して閲覧させるとともに、「サンパワー

ジャパンは、オーナー様にサンパワージャパンのソーラーパネルを販売し

て、オーナー様から、そのソーラーパネルのリースを受け、電力会社にそ

のソーラーパネルで発電した電力を売り、その売電収入で、お客様にリー

ス料を払うという仕組みで事業を行っている。」、「サンパワーは、滋賀県大

津市にソーラーパネルを設置しており、そのソーラーパネルを購入すると、

購入したパネルの枚数に応じて、売電収入から配当が受け取れる。」などと、

あたかも相手方に販売してリースを受けたソーラーパネルに係る売電収入

からリース料を支払うかのように告げている。 

  

（２）訪問販売に係る役務提供契約に基づく債務の一部の履行を拒否する行為

及び同契約の解除によって生ずる債務の全部の履行を拒否する行為（特定

商取引法第７条第１項第１号） 

エムアンドアイは、遅くとも令和２年３月以降、訪問販売に係る本件役

務提供契約を締結した者に対し、本件役務に係るリース料について１月、

３月、５月、７月、９月及び１１月の各月月初めに年６回のリース料を支

払う旨定められていたにもかかわらず、リース料を支払わないなど、本件

役務提供契約に基づく債務の履行の一部を拒否するとともに、リース料の

支払がなされないことから、本件役務提供契約を解除した者に対し、本件

役務提供契約に基づき受領した金銭を返還しないなど、本件役務提供契約
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の解除によって生ずる債務の履行の全部を拒否している。 

    

５ 事例 

【事例１】（役務の内容につき不実のことを告げる行為） 

エムアンドアイの従業員Ｚは、令和２年１２月上旬、消費者Ａの自宅に本件

役務提供契約に関するパンフレットを送付するとともに、Ａの自宅に電話を

し、「資料を送ったのですが、見ましたか。」、「電話では詳しい内容の説明

をできませんので、お伺いさせていただきたい。」などと告げ、Ａの自宅を訪

問する約束を取り付けた。同月中旬、Ｚは、Ａの自宅を訪問し、本件役務提供

契約の締結について勧誘をするに際し、「サンパワージャパンは、オーナー様

にサンパワージャパンのソーラーパネルを販売して、オーナー様から、その

ソーラーパネルのリースを受け、電力会社にそのソーラーパネルで発電した電

力を売り、その売電収入で、お客様にリース料を払うという仕組みで事業を

行っている。」などと、あたかも相手方に販売してリースを受けたソーラーパ

ネルに係る売電収入からリース料を支払うかのように告げた。 

サンパワージャパンは、遅くとも令和元年８月以降、本件役務に関し、相手

方に販売してリースを受けたソーラーパネルに係る売電収入からはリース料

を支払っていなかった。 

 

【事例２】（役務の内容につき不実のことを告げる行為） 

ア・ライクの従業員Ｙは、令和元年８月上旬、消費者Ｂの自宅に電話をし、

「投資に興味はないですか。」、「貯金がけっこうあるようだったらいい話が

あります。」などと告げ、Ｂに本件役務提供契約に関するパンフレットを送付

するとともに、「担当者が家に行くので話を聞いてくれませんか。」などと告

げ、Ｂの自宅を訪問する約束を取り付けた。その後、ア・ライクの従業員Ｘ又

はＷは、Ｂの自宅を訪問し、本件役務提供契約の締結について勧誘をするに際

し、「サンパワーは、滋賀県大津市にソーラーパネルを設置しており、そのソー

ラーパネルを購入すると、購入したパネルの枚数に応じて、売電収入から配当

が受け取れる。」などと、あたかも相手方に販売してリースを受けたソーラー

パネルに係る売電収入からリース料を支払うかのように告げた。 

サンパワージャパンは、遅くとも令和元年８月以降、本件役務に関し、相手

方に販売してリースを受けたソーラーパネルに係る売電収入からはリース料

を支払っていなかった。 

 

【事例３】（訪問販売に係る役務提供契約に基づく債務の一部の履行を拒否する

行為及び同契約の解除によって生ずる債務の全部の履行を拒否する行為） 
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サンパワージャパンの従業員Ｖは、平成２９年頃、消費者Ｃに本件役務提供

契約に関するパンフレットを送付するとともに、Ｃの自宅に電話をし、「パン

フレットを見ていただきましたか。」、「これはすごく配当がよい。」、「一

度お会いして詳しく説明したい。」などと告げ、Ｃと直接会い、本件役務提供

契約に関する説明をする約束を取り付けた。その後、ア・ライクの従業員Ｘは、

平成３０年９月から令和元年１２月までの間、エムアンドアイ、サンパワー

ジャパン及びア・ライクの営業所等以外の場所において、本件役務提供契約の

締結について勧誘し、Ｃとの間で、当該契約を複数回にわたり締結した。当該

契約では、１月、３月、５月、７月、９月及び１１月の各月月初めに年６回の

リース料を支払う旨定められていたにもかかわらず、サンパワージャパンは、

令和２年３月以降、現時点までリース料を支払っていない。 

さらに、当該契約では、サンパワージャパンがリース契約の債務の履行を

怠った場合には当該リース契約を解除でき、解約金が発生する旨定められてい

るところ、Ｃは、令和２年１０月、リース料の支払がなされないことから、サ

ンパワージャパンとの間で複数回締結した本件役務提供契約の一部につき解

約を申し出たにもかかわらず、サンパワージャパンは、現時点まで解約金を支

払っていない。 
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（別紙３） 

 

株式会社Ａ・ＬＩＫＥに対する行政処分の概要 

 

１ 事業概要 

株式会社Ａ・ＬＩＫＥ（以下「ア・ライク」という。）は、サンパワージャ

パン合同会社（以下「サンパワージャパン」という。）及び株式会社Ｍ＆ｉ（以

下「エムアンドアイ」という。）と連携共同して、サンパワージャパンが消費

者に販売したソーラーパネルをサンパワージャパンが賃借した上で、当該ソー

ラーパネルに関し電力会社から得た売電収入からリース料を支払うと称する

役務（以下「本件役務」という。）を提供する事業を行っているものである。 

サンパワージャパンは、エムアンドアイ及びア・ライクとの間で、それぞれ

平成２８年に、販売代理店契約を締結し、エムアンドアイ及びア・ライクが、

それぞれサンパワージャパン東京神田支店及び日本橋支店として、サンパワー

ジャパンから、本件役務を有償で提供する契約（以下「本件役務提供契約」と

いう。）に係る勧誘業務及び苦情対応業務に関し指示を受けながら、本件役務

提供契約に係る勧誘及び苦情対応業務を行っていた。 

そして、サンパワージャパンは、エムアンドアイ又はア・ライクから勧誘を

受けた消費者との間で本件役務提供契約を締結し、消費者に対し、本件役務の

内容であるリース料の支払を行っていたが、遅くとも令和２年３月以降は、エ

ムアンドアイ又はア・ライク自身が、サンパワージャパンとの間で本件役務提

供契約を締結していた一部の消費者に対しサンパワージャパンに代わって本

件役務の内容であるリース料の支払を行っている。 

ア・ライクは、サンパワージャパン及びエムアンドアイと連携共同して、消

費者宅等サンパワージャパン、エムアンドアイ及びア・ライクの営業所等以外

の場所において、本件役務提供契約を締結していることから、このようなア・

ライクがサンパワージャパン及びエムアンドアイと連携共同して行う本件役

務の提供は、特定商取引に関する法律（昭和５１年法律第５７号。以下「特定

商取引法」という。）第２条第１項に規定する訪問販売（以下「訪問販売」と

いう。）に該当する。 

 

２ 処分の内容 

（１）業務停止命令 

ア・ライクは、令和４年５月２７日から令和５年２月２６日までの間、

訪問販売に関する業務のうち、次の業務を停止すること。 

ア ア・ライクが行う訪問販売に関する役務提供契約の締結について勧誘
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すること。 

イ ア・ライクが行う訪問販売に関する役務提供契約の申込みを受けるこ

と。 

ウ ア・ライクが行う訪問販売に関する役務提供契約を締結すること。 

 

（２）指示 

ア ア・ライクは、サンパワージャパン及びエムアンドアイと連携共同し

て、特定商取引法第６条第１項の規定により禁止される役務の内容につ

き不実のことを告げる行為並びに同法第７条第１項第１号の規定に該当

する訪問販売に係る役務提供契約に基づく債務の一部の履行を拒否する

行為及び同契約の解除によって生ずる債務の全部の履行を拒否する行為

をしている。かかる行為は、特定商取引法に違反し、又は同法に規定す

る指示対象行為に該当するものであることから、当該行為の発生原因に

ついて、調査分析の上検証し、再発防止策を講ずるとともに、コンプラ

イアンス体制を構築（法令及び契約に基づく返金及び解約の問合せ等に

適切かつ誠実に対応することを含む。）し、これをア・ライクの役員及び

従業員に、前記（１）の業務停止命令に係る業務を再開するまでに周知

徹底すること。 

イ ア・ライクは、サンパワージャパン及びエムアンドアイと連携共同し

て行う訪問販売により、本件役務提供契約を締結しているところ、令和

元年８月１日から令和４年５月２６日までの間にア・ライクとの間で本

件役務提供契約を締結した全ての相手方に対し、以下の（ア）から（ウ）

までの事項を、消費者庁のウェブサイト（ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｃ

ａａ．ｇｏ．ｊｐ／）に掲載される、ア・ライクに対して前記（１）の

業務停止命令及び本指示をした旨を公表する公表資料を添付して、令和

４年６月２７日までに文書により通知し、同日までにその通知結果につ

いて消費者庁長官宛てに文書（通知したことを証明するに足りる証票及

び通知文書を添付すること。）により報告すること。 

なお、令和４年６月９日までに、契約の相手方に発送する予定の通知

文書の記載内容及び同封書類一式をあらかじめ消費者庁長官宛てに文書

により報告し承認を得ること。 

（ア）前記（１）の業務停止命令の内容 

（イ）本指示の内容 

（ウ）下記４（１）の違反行為の内容 

 

３ 処分の根拠となる法令の条項 
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特定商取引法第７条第１項及び第８条第１項 

 

４ 処分の原因となる事実 

  ア・ライクは、以下のとおり、特定商取引法に違反し、又は同法に規定す

る指示対象行為に該当する行為をしており、消費者庁は、訪問販売に係る取

引の公正及び役務の提供を受ける者の利益が著しく害されるおそれがあると

認定した。 

（１）役務の内容につき不実のことを告げる行為（特定商取引法第６条第１項

第１号） 

ア・ライクは、遅くとも令和元年８月以降、サンパワージャパン及びエ

ムアンドアイと連携共同して、訪問販売に係る本件役務提供契約の締結に

ついて勧誘をするに際し、実際には、本件役務に関し、同月以降は相手方

に販売してリースを受けたソーラーパネルに係る売電収入からリース料を

支払っていないのにもかかわらず、当該ソーラーパネルに係る売電収入か

らリース料が支払われることや滋賀県大津市に発電所が既に完成している

旨を記載したパンフレットを交付して閲覧させるとともに、「サンパワー

ジャパンは、オーナー様にサンパワージャパンのソーラーパネルを販売し

て、オーナー様から、そのソーラーパネルのリースを受け、電力会社にそ

のソーラーパネルで発電した電力を売り、その売電収入で、お客様にリー

ス料を払うという仕組みで事業を行っている。」、「サンパワーは、滋賀県大

津市にソーラーパネルを設置しており、そのソーラーパネルを購入すると、

購入したパネルの枚数に応じて、売電収入から配当が受け取れる。」などと、

あたかも相手方に販売してリースを受けたソーラーパネルに係る売電収入

からリース料を支払うかのように告げている。 

  

（２）訪問販売に係る役務提供契約に基づく債務の一部の履行を拒否する行為

及び同契約の解除によって生ずる債務の全部の履行を拒否する行為（特定

商取引法第７条第１項第１号） 

ア・ライクは、遅くとも令和２年３月以降、訪問販売に係る本件役務提

供契約を締結した者に対し、本件役務に係るリース料について１月、３月、

５月、７月、９月及び１１月の各月月初めに年６回のリース料を支払う旨

定められていたにもかかわらず、リース料を支払わないなど、本件役務提

供契約に基づく債務の履行の一部を拒否するとともに、リース料の支払が

なされないことから、本件役務提供契約を解除した者に対し、本件役務提

供契約に基づき受領した金銭を返還しないなど、本件役務提供契約の解除

によって生ずる債務の履行の全部を拒否している。 
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５ 事例 

【事例１】（役務の内容につき不実のことを告げる行為） 

エムアンドアイの従業員Ｚは、令和２年１２月上旬、消費者Ａの自宅に本件

役務提供契約に関するパンフレットを送付するとともに、Ａの自宅に電話を

し、「資料を送ったのですが、見ましたか。」、「電話では詳しい内容の説明

をできませんので、お伺いさせていただきたい。」などと告げ、Ａの自宅を訪

問する約束を取り付けた。同月中旬、Ｚは、Ａの自宅を訪問し、本件役務提供

契約の締結について勧誘をするに際し、「サンパワージャパンは、オーナー様

にサンパワージャパンのソーラーパネルを販売して、オーナー様から、その

ソーラーパネルのリースを受け、電力会社にそのソーラーパネルで発電した電

力を売り、その売電収入で、お客様にリース料を払うという仕組みで事業を

行っている。」などと、あたかも相手方に販売してリースを受けたソーラーパ

ネルに係る売電収入からリース料を支払うかのように告げた。 

サンパワージャパンは、遅くとも令和元年８月以降、本件役務に関し、相手

方に販売してリースを受けたソーラーパネルに係る売電収入からはリース料

を支払っていなかった。 

 

【事例２】（役務の内容につき不実のことを告げる行為） 

ア・ライクの従業員Ｙは、令和元年８月上旬、消費者Ｂの自宅に電話をし、

「投資に興味はないですか。」、「貯金がけっこうあるようだったらいい話が

あります。」などと告げ、Ｂに本件役務提供契約に関するパンフレットを送付

するとともに、「担当者が家に行くので話を聞いてくれませんか。」などと告

げ、Ｂの自宅を訪問する約束を取り付けた。その後、ア・ライクの従業員Ｘ又

はＷは、Ｂの自宅を訪問し、本件役務提供契約の締結について勧誘をするに際

し、「サンパワーは、滋賀県大津市にソーラーパネルを設置しており、そのソー

ラーパネルを購入すると、購入したパネルの枚数に応じて、売電収入から配当

が受け取れる。」などと、あたかも相手方に販売してリースを受けたソーラー

パネルに係る売電収入からリース料を支払うかのように告げた。 

サンパワージャパンは、遅くとも令和元年８月以降、本件役務に関し、相手

方に販売してリースを受けたソーラーパネルに係る売電収入からはリース料

を支払っていなかった。 

 

【事例３】（訪問販売に係る役務提供契約に基づく債務の一部の履行を拒否する

行為及び同契約の解除によって生ずる債務の全部の履行を拒否する行為） 

サンパワージャパンの従業員Ｖは、平成２９年頃、消費者Ｃに本件役務提供
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契約に関するパンフレットを送付するとともに、Ｃの自宅に電話をし、「パン

フレットを見ていただきましたか。」、「これはすごく配当がよい。」、「一

度お会いして詳しく説明したい。」などと告げ、Ｃと直接会い、本件役務提供

契約に関する説明をする約束を取り付けた。その後、ア・ライクの従業員Ｘは、

平成３０年９月から令和元年１２月までの間、ア・ライク、サンパワージャパ

ン及びエムアンドアイの営業所等以外の場所において、本件役務提供契約の締

結について勧誘し、Ｃとの間で、当該契約を複数回にわたり締結した。当該契

約では、１月、３月、５月、７月、９月及び１１月の各月月初めに年６回のリー

ス料を支払う旨定められていたにもかかわらず、サンパワージャパンは、令和

２年３月以降、現時点までリース料を支払っていない。 

さらに、当該契約では、サンパワージャパンがリース契約の債務の履行を

怠った場合には当該リース契約を解除でき、解約金が発生する旨定められてい

るところ、Ｃは、令和２年１０月、リース料の支払がなされないことから、サ

ンパワージャパンとの間で複数回締結した本件役務提供契約の一部につき解

約を申し出たにもかかわらず、サンパワージャパンは、現時点まで解約金を支

払っていない。 

 



 

20 

 

 

（別紙４） 

 

斉藤 健吾に対する行政処分の概要 

 

１ 名宛人 

  斉藤 健吾（以下「斉藤」という。） 

 

２ 処分の内容 

斉藤が、令和４年５月２７日から令和５年２月２６日までの間、次の業務

を新たに開始すること（当該業務を営む法人の当該業務を担当する役員とな

ることを含む。）を禁止すること。 

（１）特定商取引に関する法律（昭和５１年法律第５７号。以下「特定商取

引法」という。）第２条第１項に規定する訪問販売（以下「訪問販売」と

いう。）に関する役務提供契約の締結について勧誘すること。 

（２）訪問販売に関する役務提供契約の申込みを受けること。 

（３）訪問販売に関する役務提供契約を締結すること。 

 

３ 処分の根拠となる法令の条項 

  特定商取引法第８条の２第１項 

 

４ 処分の原因となる事実 

（１）別紙１のとおり、サンパワージャパン合同会社（以下「サンパワージャ

パン」という。）に対し、特定商取引法第８条第１項の規定に基づき、同社

が行う訪問販売に関する業務の一部を停止すべき旨を命じた。 

（２）斉藤は、サンパワージャパンの業務を執行する社員（特定商取引法第８

条の２第１項に規定する役員）であり、かつ、同社が停止を命ぜられた業

務の遂行に主導的な役割を果たしていた。 
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（別紙５） 

 

小松 昌宏に対する行政処分の概要 

 

１ 名宛人 

  小松 昌宏（以下「小松」という。） 

 

２ 処分の内容 

小松が、令和４年５月２７日から令和５年２月２６日までの間、次の業務

を新たに開始すること（当該業務を営む法人の当該業務を担当する役員とな

ることを含む。）を禁止すること。 

（１）特定商取引に関する法律（昭和５１年法律第５７号。以下「特定商取

引法」という。）第２条第１項に規定する訪問販売（以下「訪問販売」と

いう。）に関する役務提供契約の締結について勧誘すること。 

（２）訪問販売に関する役務提供契約の申込みを受けること。 

（３）訪問販売に関する役務提供契約を締結すること。 

 

３ 処分の根拠となる法令の条項 

  特定商取引法第８条の２第１項 

 

４ 処分の原因となる事実 

（１）別紙２のとおり、株式会社Ｍ＆ｉ（以下「エムアンドアイ」という。）に

対し、特定商取引法第８条第１項の規定に基づき、同社が行う訪問販売に

関する業務の一部を停止すべき旨を命じた。 

（２）小松は、エムアンドアイの取締役（特定商取引法第８条の２第１項に規

定する役員）であり、かつ、同社が停止を命ぜられた業務の遂行に主導的

な役割を果たしていた。 



 

22 

 

 

（別紙６） 

 

佐藤 俊介に対する行政処分の概要 

 

１ 名宛人 

  佐藤 俊介（以下「佐藤」という。） 

 

２ 処分の内容 

佐藤が、令和４年５月２７日から令和５年２月２６日までの間、次の業務

を新たに開始すること（当該業務を営む法人の当該業務を担当する役員とな

ることを含む。）を禁止すること。 

（１）特定商取引に関する法律（昭和５１年法律第５７号。以下「特定商取

引法」という。）第２条第１項に規定する訪問販売（以下「訪問販売」と

いう。）に関する役務提供契約の締結について勧誘すること。 

（２）訪問販売に関する役務提供契約の申込みを受けること。 

（３）訪問販売に関する役務提供契約を締結すること。 

 

３ 処分の根拠となる法令の条項 

  特定商取引法第８条の２第１項 

 

４ 処分の原因となる事実 

（１）別紙３のとおり、株式会社Ａ・ＬＩＫＥ（以下「ア・ライク」という。）

に対し、特定商取引法第８条第１項の規定に基づき、同社が行う訪問販売

に関する業務の一部を停止すべき旨を命じた。 

（２）佐藤は、ア・ライクの取締役（特定商取引法第８条の２第１項に規定す

る役員）であり、かつ、同社が停止を命ぜられた業務の遂行に主導的な役

割を果たしていた。 

 


